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名古屋都市計画地区計画（名古屋駅・伏見・栄都市機能誘導地区）における 

建築物の容積率の最高限度の規定に基づく認定要綱 

  

（目的） 

第１条 この要綱は、名古屋都市計画地区計画（名古屋駅・伏見・栄都市機能誘導地区）の地区整

備計画（以下「地区計画」という。）に定める建築物の容積率の最高限度及び名古屋市地区計画等

の区域内における建築物の制限に関する条例（平成５年名古屋市条例第４１号）別表第２名古屋

駅・伏見・栄都市機能誘導地区整備計画区域の項中容積率の最高限度の規定に基づく認定（以下

「認定」という。）に関し必要な事項を定めることにより、この認定の適正な運用を図り、もって

名古屋大都市圏の中枢にふさわしい都市機能の増進及び土地の合理的かつ健全な高度利用を図

ることを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱における用語の意義は、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）及び建築基準

法施行令（昭和２５年政令第３３８号）に定めるところによる。 

２ 前項に定めるもののほか、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところ

による。 

 一 計画地区 地区計画において区分された地区をいう。 

二 希望容積率 認定を受けようとする建築物の敷地において建築基準法第５２条第１項、第２

項及び第９項の規定による容積率を限度として建築主が希望する容積率（建築物の敷地が計画

地区の２以上又は地区計画の区域の内外にわたる場合においては、各計画地区内において希望

するものをいう。以下同じ。）をいう。 

 三 緩和容積率 希望容積率（建築物の敷地が計画地区の２以上又は地区計画の区域の内外にわ

たる場合においては、各計画地区内の希望容積率にその敷地の当該計画地区内にある各部分の

面積の敷地面積に対する割合を乗じて得たものの合計をいう。）から地区計画基準容積率（建

築物の敷地が計画地区の２以上又は地区計画の区域の内外にわたる場合においては、各計画地

区内の地区計画基準容積率にその敷地の当該計画地区内にある各部分の面積の敷地面積に対

する割合を乗じて得たものの合計をいう。）を減じて得た容積率をいう。 

四 指定容積率 用途地域に関する都市計画において定められた容積率をいう。 

 五 誘導用途 別表第１（い）欄の各項に掲げるもので同表（ろ）欄の当該各項に定める基準に

適合する交流や賑わいを生み出し圏域の魅力向上及び国際的なビジネス環境の強化に資する

広域的な拠点施設並びにまちの魅力や利便性の向上に資する日常生活施設の用途をいう。 

 六 公共貢献 別表第２（い）欄の各項に掲げるもので同表（ろ）欄の当該各項に定める基準に

適合する市街地の環境の整備改善に資する取組みをいう。 

 七 認定建築物 市長が認定をした建築物をいう。 

 八 誘導施設等 次条に規定する基準に従い整備する施設等をいう。 

 

（認定等） 

第３条 市長は、次の各号に掲げる建築物の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める基準（以下「認

定基準」という。）に適合する建築物について認定をするものとする。 
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 一 緩和容積率が１０分の１０以下の建築物 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

イ 敷地面積が５００㎡以上であること。 

  ロ 建築面積（同一敷地内に２以上の建築物がある場合においては、それぞれの建築面積）が

２００㎡以上であること。ただし、次のいずれかに該当する建築物については、この限りで

ない。 

(1) 主要構造部が木造、鉄骨造、コンクリートブロック造その他これらに類する構造であっ

て、階数が２以下で、かつ、地階を有しない建築物で、容易に移転し、又は除却すること

ができるもの 

(2) 公衆便所、巡査派出所その他これらに類する建築物で、公益上必要なもの 

  ハ 誘導用途に供する部分（壁等で区画された専ら当該用途に供する部分に限る。以下同じ。）

の床面積の合計（建築基準法第５２条第１項に規定する容積率の算定の基礎となる延べ面積

に算入されない部分を除く。）の敷地面積に対する割合が緩和容積率の３分の２以上である

こと。 

  ニ 建築物の敷地の全部又は一部が指定容積率が１０分の８０以上の区域内にある場合にお

いては、住宅の用途に供する部分の床面積の合計（建築基準法第５２条第１項に規定する容

積率の算定の基礎となる延べ面積に算入されない部分を除く。）の敷地面積に対する割合が

地区計画基準容積率（建築物の敷地が指定容積率が１０分の８０以上の計画地区の２以上に

わたる場合においては、各計画地区内の地区計画基準容積率にその敷地の当該計画地区内に

ある各部分の面積の敷地面積に対する割合を乗じて得たものの合計をいい、建築物の敷地が

指定容積率が１０分の８０以上の計画地区及び指定容積率が１０分の８０未満の計画地区

又は地区計画の区域の内外にわたる場合においては、指定容積率が１０分の８０以上の計画

地区内の地区計画基準容積率及び指定容積率が１０分の８０未満の計画地区内又は地区計

画の区域外の指定容積率にその敷地の当該計画地区内又は地区計画の区域外にある各部分

の面積の敷地面積に対する割合を乗じて得たものの合計をいう。）以下であること。 

  ホ 建築物の敷地が別図に示す道路（以下「別図道路」という。）に接する場合においては、別

図道路の沿道の賑わいを生み出すもので、次に掲げる基準のいずれにも適合する店舗、飲食

店その他これらに類するものを整備すること。ただし、他の誘導用途で別図道路の沿道の賑

わいを生み出すもの（次に掲げる基準のいずれにも適合するものに限る。）を整備する場合

又は敷地の状況によりやむを得ない場合はこの限りでない。 

(1) 建築物の１階部分にあり、別図道路又は公共的な空間(以下「別図道路等」という。)に

面すること。 

(2) 別図道路等に面する部分(バックヤード等の部分を除く。)のファサードは、ガラス張り

などの可視化・オープン化等により、賑わいを演出するしつらえとすること。 

(3) 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）第２

条第１項に規定する風俗営業、同条第６項に規定する店舗型性風俗特殊営業及び同条第９

項に規定する店舗型電話異性紹介営業の用途に供するもの（以下「風俗営業施設」という。）

でないこと。 

  ヘ 都市緑地法（昭和４８年法律第７２号）第３４条第２項に規定する緑化率（以下「緑化率」

という。）を１０分の１．２以上とすること。ただし、道路に面して重層的に緑化する場合は

この限りでない。 
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  ト 建築物の敷地の道路に接する部分において歩道（道路構造令（昭和４５年政令第３２０号）

第２条第１号に規定する歩道をいう。）と合わせて幅員２ｍ以上の歩行者空間（ピロティ等

建築物の部分によって覆われている歩行者空間の部分で、天井及びはり下の高さが４ｍ以上

のものを含む。）を整備すること。 

  チ 名古屋市景観計画に基づく大規模建築物及び都市景観形成地区内の建築物においては、各

景観形成基準に適合すること。 

  リ 大規模建築物の建築事業における自主的な環境配慮に関する要綱第３条に規定する対象

事業に該当する建築物においては、同要綱第５条第２項第１号から第５号までに規定する事

項を実施すること。 

 二 緩和容積率が１０分の１０を超え、１０分の２０以下の建築物 次に掲げる基準のいずれに

も適合すること。 

  イ 前号に定める基準に適合すること。 

  ロ 緑化率を１０分の１．５以上とし、又は緑化施設評価認定制度「ＮＩＣＥ ＧＲＥＥＮなご

や」実施要綱第６条第２項第２号に規定する「良好な緑化」又は第３号に規定する「優秀な

緑化」の評価認定を受けること。 

ハ 敷地面積の１０分の０．５に相当する面積以上の都市再生特別措置法（平成１４年法律第

２２号）第１９条の１５第１項に規定する都市再生安全確保計画に基づく退避施設に相当す

る施設を整備し、当該施設が同計画に位置付けられる場合においては、これに同意すること。 

  ニ 別表第２（は）欄に掲げる評点の合計が２点以上となるよう公共貢献を実施すること。 

  ホ 一定の規模を超える建築物においては、開発に伴う交通への影響が検討され、交通上支障

がないこと。 

 三 緩和容積率が１０分の２０を超え、１０分の３０以下の建築物 次に掲げる基準のいずれに

も適合すること。 

  イ 前号に定める基準に適合すること。 

  ロ 別表第２（は）欄に掲げる評点の合計が４点以上となるよう公共貢献を実施すること。 

２ 認定の所管課は、名古屋市住宅都市局都市計画部都市計画課とする。 

３ 所管課は、認定にあたり、関係課の意見を聴くものとし、必要に応じて、次の各号に定める措

置を講ずるものとする。 

 一 第６条第１項の規定による申請をした建築主に対する資料の追加提出の依頼 

二 関係する機関、地方公共団体、学識経験者等に対する意見聴取 

 三 所管課及び関係課により構成される評価検討会における意見聴取 

 四 その他の調査、協議、意見聴取等 

４ 所管課は、認定建築物をウェブサイトへの掲載その他の適切な方法により公表することができ

る。 

 

（認定建築物の容積率の最高限度の指定） 

第４条 市長は、希望容積率を、認定建築物の容積率の最高限度として指定するものとする。 

 

（認定に係る事前協議等） 

第５条 認定を申請しようとする建築主は、認定の申請にあたって、事前協議書（第１号様式）に、
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認定申請書（第５号様式）の第二面、第三面及び第四面並びに次条第２項第１号、第２号及び第

４号に規定する図書又は書面の案を添えて、認定基準への適合について所管課及び関係課と協議

しなければならない。 

２ 認定を申請しようとする建築主は、認定の申請にあたって、事前協議結果報告書（第２号様式）

により、前項に規定する協議の結果を市長に報告しなければならない。 

３ 認定を申請しようとする建築主は、認定の申請にあたって、近隣関係者等に建築の計画の周知

を図るため標識（第３号様式）を敷地内の見やすい場所に設置するとともに、近隣関係者に対し

建築の計画及び工事の概要を説明し、説明状況等報告書（第４号様式）により、説明の状況等を

市長に報告しなければならない。 

 

（認定申請等） 

第６条 建築主は、地区計画基準容積率を超える容積率の建築物の新築、増築若しくは用途の変更、

第８条第１項本文に規定する認定建築物の計画の変更又は第１２条第１項本文に規定する認定

建築物の増築等をしようとする場合においては、認定を申請することができる。 

２ 認定を申請しようとする建築主は、認定申請書（第５号様式）の正本及び副本に、それぞれ、

次の各号に掲げる図書又は書面を添えて、市長に提出しなければならない。 

 一 次表に掲げる図書 

図書の種類 明示すべき事項 

付近見取図 ・方位、道路及び目標となる地物 

配置図 

・縮尺及び方位 

・敷地境界線、敷地内における建築物の位置 

・土地の高低 

・敷地の接する道路の位置、幅員及び種類 

・指定された容積率の数値の異なる地域の境界線 

・誘導施設等の位置、種類及び面積 

各階平面図 

・縮尺及び方位 

・間取、各室の用途及び床面積 

・誘導施設等の位置、種類及び面積 

２面以上の立面図 

・縮尺 

・開口部の位置 

・誘導施設等の位置、種類及び面積 

２面以上の断面図 

・縮尺 

・地盤面 

・各階の床及び天井（天井のない場合は、屋根）の高さ、建築物の各

部分の高さ 

敷地面積求積図 ・敷地面積の求積に必要な敷地の各部分の寸法及び算式 

建築面積求積図 ・建築面積の求積に必要な建築物の各部分の寸法及び算式 
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床面積等求積図 

・床面積の求積に必要な建築物の各部分の寸法及び算式 

・誘導用途に供する部分の床面積の求積に必要な建築物の各部分の

寸法及び算式 

・誘導用途以外の誘導施設等の面積の求積に必要な建築物等の各部

分の寸法及び算式 

二 認定基準への適合を確認するために市長が必要と認める図書又は書面 

三 代理者によって認定を申請する場合にあっては、当該代理者に委任することを証する書類 

又はその写し 

四 その他市長が必要と認めるもの 

３ 認定を申請しようとする建築主は、第１項の規定による申請に際して、認定を受けようとする

建築物及び誘導施設等の整備等に関する誓約書（第６号様式）により、当該認定を受けようとす

る建築物及び誘導施設等を認定基準に適合するよう整備し、第１０条の規定を遵守する旨を市長

に誓約しなければならない。 

４ 第１項の規定による申請をした建築主は、当該申請を取り下げる場合においては、速やかに、

認定申請取下届（第７号様式）により、その旨を市長に届け出なければならない。 

 

（認定通知） 

第７条 市長は、認定をしたときは、認定通知書（第８号様式）に、当該認定申請書の副本及びそ

の添付図書又は書面を添えて、申請者にその旨を通知するものとする。 

２ 市長は、認定をしないときは、認定をしない旨の通知書（第９号様式）に、当該認定申請書の

副本及びその添付図書又は書面を添えて、申請者にその旨を通知するものとする。 

 

（計画の変更） 

第８条 認定建築物の建築主は、当該認定建築物の計画の変更をしようとする場合においては、改

めて、認定を申請しなければならない。ただし、変更の内容が認定基準に係るものでないと市長

が認める場合においては、記載事項変更届（第１０号様式）の正本及び副本に、それぞれ、第６

条第２項各号に掲げる図書又は書面のうち、計画の変更に係る部分を添えて、市長に届け出るこ

とをもって認定申請に代えることができる。 

２ 前項本文の規定により、当該認定建築物の計画の変更について、改めて、第６条第１項の規定

による申請があった場合において、市長が当該申請に係る認定（以下この項において「新規認定」

という。）をしたときは、当該認定建築物についての従前の認定は、新規認定に係る第７条第１項

の規定による通知を受けた日に、その効力を失う。 

 

（工事取止め） 

第９条 認定建築物の建築主は、当該認定建築物の工事を取り止めた場合においては、速やかに、

工事取止届（第１１号様式）により、その旨を市長に届け出なければならない。この場合におい

て、当該認定は、その効力を失う。 

 

（完了報告等） 

第１０条 認定建築物の建築主は、当該認定建築物及び誘導施設等の工事を完了した場合において
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は、完了報告書（第１２号様式）に当該認定建築物の認定基準への適合を確認するために市長が

必要と認める図書又は書面を添えて、その旨を市長に報告しなければならない。 

２ 認定建築物の建築主は、当該認定建築物の認定基準への適合を確認するために市長が職員の立

ち入りを求めた場合においては、これに応じなければならない。 

３ 認定建築物の建築主は、第１項の規定による報告又は前項の規定による立入確認の結果、市長

が当該認定建築物が認定基準に適合しないと認める場合においては、当該認定基準に対する不適

合を是正するために必要な措置をとらなければならない。 

 

（維持管理等） 

第１１条 認定建築物の所有者は、当該認定建築物及び誘導施設等を将来にわたり認定基準に適合

するよう維持管理しなければならない。 

２ 認定建築物の所有者は、当該認定建築物及び誘導施設等の譲渡、貸与等をする場合においては、

当該認定建築物及び誘導施設等の維持管理等に関する義務を伴うものである旨を、譲渡、貸与等

を受ける者に明示しなければならない。 

３ 認定建築物の所有者は、当該認定建築物及び誘導施設等の維持管理責任者を選任し、維持管理

責任者選任（変更）届（第１３号様式）により、その旨を市長に届け出なければならない。 

４ 維持管理責任者は、定期に、当該認定建築物及び誘導施設等の維持管理状況等を点検し、当該

認定建築物の認定基準への適合を確認するために市長がその結果の報告を求めた場合において

は、維持管理状況等報告書（第１４号様式）により、市長に報告しなければならない。 

５ 認定建築物の所有者は、当該認定建築物の認定基準への適合を確認するために市長が職員の立

ち入りを求めた場合においては、これに応じなければならない。 

６ 認定建築物の所有者は、第４項の規定による報告又は前項の規定による立入確認の結果、市長

が当該認定建築物が認定基準に適合しないと認める場合においては、当該認定基準に対する不適

合を是正するために必要な措置をとらなければならない。 

７ 認定建築物の所有者を変更した場合においては、新たに認定建築物の所有者となった者は、速

やかに、所有者変更届（第１５号様式）により、その旨を市長に届け出なければならない。 

８ 認定建築物の所有者は、前条第１項の規定による報告及び前項の規定による届出に際して、認

定建築物及び誘導施設等の維持管理等に関する誓約書（第１６号様式）により、第１項から第３

項まで、第５項及び第６項の規定を遵守する旨を市長に誓約しなければならない。 

 

（増築等） 

第１２条 認定建築物の所有者は、当該認定建築物の増築、改築、移転、模様替、用途の変更、誘

導施設等の変更等（以下「増築等」という。）をしようとする場合においては、改めて、認定を申

請しなければならない。ただし、増築等の内容が認定基準に係るものでないと市長が認める場合

においては、増築等届（第１７号様式）の正本及び副本に、それぞれ、第６条第２項各号に掲げ

る図書又は書面のうち、増築等に係る部分を添えて、市長に届け出ることをもって認定申請に代

えることができる。 

２ 前項本文の規定により、当該認定建築物の増築等について、改めて、第６条第１項の規定によ

る申請があった場合において、市長が当該申請に係る認定（以下この項において「新規認定」と

いう。）をしたときは、当該認定建築物についての従前の認定は、新規認定に係る第７条第１項の
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規定による通知を受けた日に、その効力を失う。 

 

（除却） 

第１３条 認定建築物の所有者は、当該認定建築物を除却した場合においては、速やかに、除却届

（第１８号様式）により、その旨を市長に届け出なければならない。この場合において、当該認

定は、その効力を失う。 

 

（認定取消し） 

第１４条 認定建築物の建築主又は所有者は、その全員の合意により、認定を要しないこととなる

場合においては、第８条及び第１２条の規定にかかわらず、認定取消申請書（第１９号様式）の

正本及び副本に、それぞれ、次に掲げる図書又は書面を添え、認定の取消しを市長に申請するこ

とができる。 

一 認定を要しないことを確認するために市長が必要と認める図書又は書面 

二 認定建築物の建築主又は所有者全員の合意を証する書面 

三 その他市長が必要と認めるもの 

２ 市長は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、認定を取り消すことができる。 

一 当該認定建築物が認定基準に適合しないとき。 

二 前項の規定による申請があった場合において、市長が認定を要しないことを認めたとき。 

３ 市長は、前項の規定により認定を取り消したときは、認定取消通知書（第２０号様式）により、

認定建築物の建築主又は所有者にその旨を通知するものとする。ただし、第１項に規定する申請

があった場合においては、認定取消通知書に当該認定取消申請書の副本及びその添付図書又は書

面を添えて、申請者に通知するものとする。 

４ 市長は、第１項に規定する申請があった場合において、認定を取り消さないときは、認定を取

り消さない旨の通知書（第２１号様式）に当該認定取消申請書の副本及びその添付図書又は書面

を添えて、申請者にその旨を通知するものとする。 

 

（その他） 

第１５条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、令和２年１０月１９日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、令和７年７月１日から施行する。 
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別表第１ 誘導用途 

 
（い） （ろ） 

項目 基準 

(１) 
劇場、映画館、観覧場、

演芸場 
劇場、映画館、観覧場又は演芸場 

(２) 多目的ホール 
多目的ホール（興行場法（昭和２３年法律第１３７号）第１条第２

項に規定する興行場営業が行われる施設に限る。） 

(３) 博物館、美術館 

博物館法（昭和２６年法律第２８５号）第２条第１項に規定する博

物館又は同法第３１条に規定する博物館に相当する施設その他こ

れらに類するもの 

(４) 図書館 
図書館法（昭和２５年法律第１１８号）第２条第１項に規定する図

書館その他これに類するもの 

(５) 生涯学習施設 
名古屋市生涯学習センター条例（平成１２年名古屋市条例第３８

号）第１条に規定する生涯学習センターその他これに類するもの 

(６) スポーツ拠点施設 

スケート場、水泳場、スポーツの練習場その他これらに類する運動

施設（その用途に供する部分の床面積の合計が８，０００㎡以上の

ものに限る。） 

(７) 大学・短期大学 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定する大学 

(８) 
ＭＩＣＥ施設（ホー

ル・会議室等） 

ホール、会議室等（一室の床面積が２００㎡以上のホール、会議室

等を有する施設に限る。）で、市民向けの展示会、国際会議、宴会

等を実施できる施設 

(９) イノベーション施設 

コワーキングスペース、イベント・セミナースペース、展示・実証

スペース、企画・共同研究開発スペースを有するもので、次のいず

れかの事業を行うことを主たる目的とする施設として市長が指定

したもの（なごや集約連携型まちづくりプランに関する事務取扱

要綱第５条第３項に基づき市長が指定したものをいう。以下この

表において同じ。） 

一 オープンイノベーション推進事業：企業、大学、研究機関等の

技術、アイデア等に、他の企業等のそれらを組み合わせ、新たな

製品、サービス等の企画、研究、開発等を行うことを推進するも

の 

二 スタートアップ支援事業：スタートアップ支援のためのイベ

ント、セミナー、専門家による相談等を行うもの 

(１０) 地域魅力発信施設 

市民などに対して、日本語や外国語で地域の魅力やまちづくり活

動、生活サービス等の情報発信を行う施設として市長が指定した

もの 

(１１) 
外国語での教育に対

応した教育施設 

外国語での教育に対応した教育施設で、国際バカロレア機構等の

認定を受けたものとして市長が指定したもの 
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(１２) 
外国語での診療に対

応した医療施設 

医師が直接又は通訳者等を介し、外国語での診療が可能である医

療施設で、以下のいずれかに該当するものとして市長が指定した

もの 

一 医療法（昭和２３年法律第２０５号）第１条の５第１項に規定

する病院 

二 医療法第１条の５第２項に規定する診療所 

(１３) 
外国語での保育に対

応した保育施設 

保育者が直接外国語で保育及び保護者への対応が可能である保育

施設で、以下のいずれかに該当するものとして市長が指定したも

の 

一 学校教育法第 1条に規定する幼稚園 

二 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進

に関する法律（平成１８年法律第７７号)第２条第６項に規定す

る認定こども園 

三 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第３９条に規定する

保育所 

四 前各号に規定する施設に類するもの 

(１４) ハイグレードホテル 
宿泊施設の整備に着目した容積率緩和方針第３（４）に規定する宿

泊施設 

(１５) 高品質オフィス 

次に掲げる基準のいずれにも適合する事務所 

一 事務所の用途に供する部分の１階あたりの床面積が５００㎡

以上かつ当該部分の床面積の合計が５，０００㎡以上であるこ

と。 

二 ＣＡＳＢＥＥ評価認証認定機関による認証においてＣＡＳＢ

ＥＥ新築の配慮項目Ｑ１及びＱ２の評価点の平均が３．８以上

であること又はＣＡＳＢＥＥウェルネスオフィスＡランク以上

を取得すること。 

(１６) 病院 
医療法第１条の５第１項に規定する病院（同法第７条第２項第５

号に規定する一般病床が２００床以上のものに限る。） 
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(１７) 
沿道の賑わいを生み

出す商業文化施設 

次のいずれかに該当する施設として市長が指定したもの 

一 次に掲げる基準のいずれにも適合する商業施設・文化施設（以

下「商業施設等」という。）で、沿道の賑わいを生み出す施設 

イ 建築物の１階部分にあり、道路又は公共的な空間(以下「道

路等」という。)に面すること。 

ロ 道路等に面する部分（バックヤード等の部分を除く。）のフ

ァサードは、ガラス張りなどの可視化・オープン化等により、

賑わいを演出するしつらえとすること。 

ハ 商業施設等の道路等に面する部分の長さが、当該施設を含

む建築物の道路等に面する部分の長さの２分の１以上である

こと。 

ニ 周辺の土地利用や景観に調和する、又は良好な景観を形成

する形態・意匠・色彩とすること。 

ホ 風俗営業施設でないこと。 

二 前号に規定する施設以外の商業施設等で、前号に規定する施

設と同等以上の沿道の賑わいを生み出す施設 

(１８) 
エンターテイメント

施設 

エンターテイメント施設で、都市や地域の魅力向上に資する施設

（展示、観覧又は体験の用に供する施設で、風俗営業施設を除く。）

として市長が指定したもの 

(１９) 
地域まちづくり活動

団体等の拠点施設 

都市再生特別措置法第１１８条第１項に規定する都市再生推進法

人又は名古屋市地域まちづくり推進要綱第５条第１項に規定する

地域まちづくり活動団体の拠点となる事務所、集会所その他これ

らに類するもので当該地域まちづくり活動団体等の活動地域内に

ある施設として市長が指定したもの 

(２０) 

その他本市のまちづくり方針又は地域別構想等に基づき、交流や賑わいを生み出し圏域の

魅力向上や国際的なビジネス環境の強化に資する広域的な拠点施設又はまちの魅力や利便

性の向上に資する日常生活施設として市長が特に必要と認めるもの 

この表における(１)項から(８)項まで及び(１４)項から(１６)項までに掲げるものについては、そ

の用途に供する部分の床面積の合計が５００㎡以上のものに限る。 

 

  



 

11 

別表第２ 公共貢献 

 
（い） （ろ） （は） 

項目 基準 評点 

(１) 緑化 

緑化率を１０分の２以上とし、又は緑化施設評価認定制度

「ＮＩＣＥ ＧＲＥＥＮなごや」実施要綱第６条第２項第３

号に規定する「優秀な緑化」の評価認定を受けること。 

１点 

(２) 
地域冷暖房施

設の整備 

名古屋市地域冷暖房施設の整備促進に関する指導要綱によ

る地域冷暖房施設を整備すること。 

１点（受入） 

２点（供給） 

(３) 

ＣＡＳＢＥＥ

名古屋Ｓラン

クの取得 

ＣＡＳＢＥＥ評価認証認定機関による認証においてＣＡＳ

ＢＥＥ新築Ｓランクを取得し、かつ、ＣＡＳＢＥＥ名古屋Ｓ

ランクを取得すること。 

１点 

(４) 
ＺＥＢ評価の

取得 

登録ＢＥＬＳ評価機関より建築物省エネルギー性能表示制

度（ＢＥＬＳ）におけるＺＥＢ Ｏｒｉｅｎｔｅｄ以上の評

価を取得すること。 

１点 

(５) 
帰宅困難者対

策 

敷地面積の１０分の１に相当する面積以上の都市再生特別

措置法第１９条の１５第１項に規定する都市再生安全確保

計画に基づく退避施設に相当する施設を整備し、当該施設が

同計画に位置付けられる場合においては、これに同意するこ

と。 

１点 

(６) 雨水流出抑制 
名古屋市雨水流出抑制施設設計指針による集水面積１００

㎡当り４㎥以上の貯留浸透施設を整備すること。 
１点 

(７) 

耐震性の低い

建物等の建替

え 

建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成７年法律第１２

３号）第７条に規定する要安全確認計画記載建築物若しくは

同法附則第３条第１項に規定する要緊急安全確認大規模建

築物のうち構造耐力上主要な部分の地震に対する安全性に

ついて支障がある建築物又はマンションの建替え等の円滑

化に関する法律（平成１４年法律第７８号）第１０２条第１

項に規定する認定を受けたマンションの建替えを行うこと。 

１点 
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(８) 
自転車駐車場

の整備 

次に掲げる基準のいずれにも適合する放置自転車対策に有

効と認められる公共的な自転車駐車場を整備すること。 

一 名古屋市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６３

年名古屋市条例第４０号）第１６条、第１７条及び第１８

条の規定により整備する自転車駐車場に加えて、延べ面積

（建築基準法第５２条第１項に規定する容積率の算定の

基礎となるものをいう。）のうち５，０００㎡までの部分

について床面積１６０㎡ごとに１台の割合により算定し

た台数に、延べ面積のうち５，０００㎡を超え１０，００

０㎡までの部分について床面積３２０㎡ごとに１台の割

合により算定した台数を、延べ面積のうち１０，０００㎡

を超える部分について床面積６４０㎡ごとに１台の割合

により算定した台数を加えた台数（その台数に 1台未満の

端数があるときは、これを切り捨てた台数。３０台未満の

場合は３０台とする。）以上の自転車駐車場を整備するこ

と。 

二 自転車駐車場の構造及び設備は、利用者の安全が確保さ

れ、かつ、自転車が有効に駐車できるものであること。 

三 自転車駐車場の場所について案内表示をすること。 

１点 

(９) 
地下街等との

接続 

地下街又は地下鉄駅（以下「地下街等」という。）と接続す

ることにより、地下街等の利用者の利便の向上を図り、地下

街等の営業時間中利用可能なバリアフリールートを確保す

ること。地下街との接続は名古屋市地下街基本方針に基づく

ものであること。 

１点 

(１０) 
フリンジ駐車

場の整備 

名古屋市駐車場条例（昭和３４年名古屋市条例第９号）第５

条第４項に規定する市長が指定する駐車施設を整備するこ

と。 

１点 

(１１) 

オープンスペ

ースの整備・

運営 

名古屋市オープンスペースの整備・運営に関する基準〔都心

部編〕による有効なオープンスペース率を２０％以上とする

こと。 

１点 
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(１２) 
歴史的建造物

の保存・活用 

次のいずれかの歴史的建造物の保存及び活用を行うこと。 

一 文化財保護法（昭和２５年法律第２１４号）第２７条第

１項若しくは第２項、愛知県文化財保護条例（昭和３０年

愛知県条例第６号）第４条第１項又は名古屋市文化財の保

存及び活用に関する条例（昭和４７年名古屋市条例第４

号）第２条第１項の規定により指定された建築物 

二 文化財保護法第５７条第１項の規定により文化財登録

原簿に登録された建築物 

三 景観法（平成１６年法律第１１０号）第１９条第１項の

規定により指定された景観重要建造物である建築物 

四 名古屋市都市景観条例（昭和５９年名古屋市条例第１７

号）第２４条第１項の規定により指定された都市景観重要

建築物 

１又は２点

（内容に応

じて評価） 

(１３) 
高級ホテルの

整備 

名古屋市高級ホテル立地促進補助金交付要綱第８条に規定

する認定を受けた宿泊施設を整備すること。 
２点 

(１４) 敷地の集約化 
所有者の異なる２以上の敷地を集約し、合理的かつ健全な土

地の高度利用に資すること。 
１点 

(１５) 
その他本市のまちづくり方針又は地域別構想等に基づく取り組みで、市街地

の環境の整備改善、地域の課題解決等に資すると市長が特に認めるもの。 

１又は２点

（内容に応

じて評価） 

市長は、当該公共貢献が特に市街地の環境の整備改善、地域の課題解決等に資すると認める場合にお

いては、評点に１点を加えることができる。 
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別図 第３条第１項第１号ホの基準の対象となる道路 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

広小路通は名古屋駅都市景観形成地区（広小路通区域）及び広小路通都市景観形成地区内、大

津通は大津通都市景観形成地区内 
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（参考）手続きの流れ 

 

 


